
解体

事例20：三重県伊賀市

【文書の工夫・直接訪問等】
特定空家等の措置方針を定めるため、伊賀市特定空家等対策計画を策定するとともに、行
政職員及び協定団体と連携した調査体制の確立と公平・平等な対応を図ることを目的に伊
賀市空家等対策マニュアルを平成30年度に策定した。同マニュアルに基づき、指導文書につい
て、文書等の恒常化を防ぐため、指導回数を増すごとに文書の語調を強め、措置の猶予期間
に応じた指導を徹底し、一定の指導回数に達する度に、措置内容の段階を上げている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調
査」、住宅数・空き家数は総務省「平成30年
住宅・土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【文書例】

人口 90,581人

世帯数 33,651世帯

住宅数 40,680戸

空き家数
(その他の住宅)

4,290戸

担当部署
人権生活環境
部市民生活課
空き家対策室

外部の連携先
協定締結団体
12団体・機関

指導３回
再指導２回

訪問指導１回

意見陳述発送

勧告１回
再勧告１回

協議会審議※

訪問通告１回

意見陳述発送

命令１回

意見無し

意見無し

訪問通告２回

【措置事例】

※措置経過及び周辺地域への影響を審査し、代執行に向けて措置を行うかの審議

【措置事例】

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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事例21：大阪府羽曳野市

【経済的理由を考慮した工夫】
所有者が市内の方で、文書の送付だけでは反応がない場合は、直接訪問して口頭での指導に切り替えることもある。
また、老朽化が著しい旧耐震の物件で経済的理由で措置ができない場合は、除却補助制度等を案内している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【羽曳野市木造住宅除却補助について】

人口 112,683人

世帯数 44,126世帯

住宅数 52,060戸

空き家数
(その他の住宅)

3,870戸

担当部署
都市開発部
建築住宅課

連携部署 総務部税務課

外部の連携先 シルバー人材センター

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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事例22：広島県広島市

【経済的理由を考慮した工夫】
初回の助言・指導に反応がない所有者等に対して再度文書を送付する際は、重要性を認識させるため、繰り返し送付し
ている旨を記載している。また、文書の送付だけでは所有者の反応がない場合は、必要に応じて直接訪問して口頭での指
導を行う。
経済的理由等で措置ができない場合は、市と協定を締結している不動産関係団体の相談窓口を紹介し、当該空き家の
売却等の具体的な対応をするよう促している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【不動産関係団体の相談窓口一覧】

人口 1,194,034人

世帯数 531,605世帯

住宅数 612,100戸

空き家数
(その他の住宅)

26,900戸

担当部署
都市整備局
指導部
建築指導課

連携部署 各区建築課

外部の連携先 専門家団体等

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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・空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

・補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者
の同意を得るための取組事例集



事例１：北海道標津町

空き家バンクへの登録申請の際に、登録申請書と併せて、土地・家屋課税台帳兼名寄帳取得のための委任状を取得
している。

空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

人口 5,242人

世帯数 2,169世帯

住宅数 -戸

空き家数
(その他の住宅)

-戸

担当部署 建設水道課

連携部署 企画政策課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料 【委任状の様式】

40




